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チェルノブイリ・ふくしま・ちょうふ通信 1 号         2019.8.19 

 

                    市民が育てるチェルノブイリ法日本版の会・調布 

 

 チェルノブイリ法日本版制定のための会が結成されて１年半。なぜ「チェルノブイリ法

日本版が必要なのか」ということを、調布でも自分のこととして考えたい、考えてもらい

たいと「市民が育てるチェルノブイリ法日本版の会・調布」を立ち上げて半年。８月３０

日の講演会をきっかけに、多くの方と共に活動していけたらと願っています。 

 そこで情報を共有するため、「市民が育てるチェルノブイリ法日本版の会」共同代表の

お一人である柳原敏夫さんの発信情報を、柳原さんのご了解を頂き、みなさまにもお伝え

させて頂きます。参考にして頂ければ幸いです。 

（ご質問・ご意見は、「チェルノブイリ法日本版の会・調布」事務局、三宅（042-482-7834） 

メールアドレス narspeace@yahoo.co.jp までお願い致します） 

 

 

 昨年のチェルノブイリ法日本版の学習会で、ずっと言って来たことが、 

NO では足りない、YES ともう１つのあべこべは可能だ 

～市民立法「チェルノブイリ法日本版」条例への挑戦～ 

です。 

 

でも、いきなり市民立法「チェルノブイリ法日本版」条例ではハードルが高いと思われる

人たちにも挑戦できる取組みを、先日の郡山で行われた白石草さんの講演会からヒントを

授かりました。 

それは、 

日本各地の自治体レベルで、子どもたちの甲状腺検査を実施することです。 

 

その理由を標語的に言うと、以下の通りです。 

１、自分たちの住む市町村で、自分たちの子どもたちの健康を守るため。 

 

２、同時にそれが福島の子どもたちの健康を守ることになるから。 

  その理由を一言で言うと、皆さんが住む市町村の自治体レベルで実施した検査結果を

基準にして（疫学の言葉では「対照群」として）、福島の検査結果と対比すれば、福島で

の、被ばくと甲状腺がんの影響がずっと容易に証明できるからです。 

 

 ３、同時にそれが、今後、起き得る原発事故で自治体レベルで甲状腺検査が実施された時、

自分たちの子どもたちの健康を守るためです。 

 

なぜ、これが将来の原発事故に備えて、子どもたちの健康を守るためになるのか。 

ご承知の通り、先月３日、福島県の評価部会は「甲状腺がんと被ばくとの関連は認められ
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ない」という報告を出し、本日の検討委員会に提出し、了承を受けます。 

通常、百万人に数名だった小児甲状腺がんが事故後、福島に異常に多発しても、それは検

査（スクリーニング）したからで、被ばくが原因ではないと、「なかったこと」にさせら

れてしまい、救済されないという政策・政治を目の当たりにしました。 

 

この残忍酷薄な政策・政治を放射能の危険と向き合っている人たちは誰もが、内心、「な

かったことにするなんておかしい！」と思っているはずです。 

 

けれど、「おかしい！」という思いをカタチにする必要があります。単に、ＮＯ！と言う

のでは足りない、ＹＥＳを積極的に作り出していく必要がある。 

それが、将来の原発事故に備えて、日本各地の自治体レベルで、子どもたちの甲状腺検査

を実施することです。 

そうすれば、検査（スクリーニング）したから、小児甲状腺がんの手術が必要な子どもた

ちが多くいないことがきっと証明されるでしょう。 

その証拠を握っていれば、将来、たとえ原発事故が発生して、自治体レベルで、子どもた

ちの甲状腺検査を実施することになったとしても、今の福島のように「多発する小児甲状

腺がんは検査（スクリーニング）したからだ」という茶番を言わせないこと、残忍酷薄な

政策・政治を取らせないことができるからです。 

 

皆さんからみたら、チェルノブイリ法日本版の全体像からみたら、ごくつつましく、ささ

やかなものですが、 

いま、福島県が被ばくによる健康被害は「なかったこと」にしようとしている残忍酷薄な

政策・政治が進行中のこのときに、このアイデアはとても重要な意味があると思い、とり

いそぎ、提案させていただきました。 

                 市民が育てるチェルノブイリ法日本版の会共同代表 

                                  柳原敏夫 


